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アジア経済法令ニュース No.26-34 

 添付法令資料 1： 韓国軍需品管理法（目次） 

 添付法令資料 2： 中国矿产资源法实施条例（目次） 

 添付法令資料 3： ヌサンタラ首都庁における物品／サービスの調達に係る国産品の 

  使用促進に関する 2026年5月18日付ヌサンタラ首都庁長官規則 

  No. 8（目次） 

 添付法令資料 4： ベトナム人工知能法（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2026 年 8 月 21 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 保安林の指定施業要件を変更する件（農林水産省告示第1146号ないし第1161

号） 

26.08.12 公布 

2 国税通則法施行規則第十五条第一項に規定する国税庁長官が定める書類を定

める件の一部を改正する件（国税庁告示第 23 号） 

26.08.14 公布 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 关于修改和废止部分行政法规的决定 

26.08.08 公布 国务院令第 843 号／26.08.15 施行 

2 关于跨国公司本外币跨境资金集中运营业务有关事宜的通知 

26.08.13 公布 中国人民银行等 银发[2026]163 号／26.09.14 施行 

3 关于原产于印度的进口单模光纤所适用反倾销措施的期终复审裁定 

26.08.13 公布 商务部公告 2026 年第 35 号／26.08.14 施行 

4 关于原产于墨西哥和美国的进口碧根果反倾销调查的初步裁定 

26.08.10 公布 商务部公告 2026 年第 32 号 

5 2026 年农产品进口关税配额再分配公告 

26.08.10 公布 国家发展和改革委员会等公告 2026 年第 4 号 

6 废止《关于对进口废物实施检验有关问题的通知》的公告 

26.08.12 公布 海关总署等公告 2026 年第 120 号／同日施行 

7 关于废止海关总署 生态环境部公告 2018 年第 79 号的公告 

26.08.12 公布 海关总署等公告 2026 年第 119 号／同日施行 

8 关于废止海关总署公告 2001 年第 3 号的公告 

26.08.12 公布 海关总署公告 2026 年第 117 号／26.08.15 施行 

9 关于修改海关总署公告 2023 年第 182 号部分条款的公告 

26.08.10 公布 海关总署公告 2026 年第 115 号／26.08.15 施行 

10 关于废止进口可用作原料的固体废物相关规范性文件的公告 
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26.08.09 公布 海关总署公告 2026 年第 114 号／同日施行 

11 《道路机动车辆生产企业及产品》（第 409 批）、《享受车船税减免优惠的节约能

源 使用新能源汽车车型目录》（第八十八批）、《减免车辆购置税的新能源汽车车

型目录》（第三十三批） 

26.08.12 公布 工业和信息化部公告 2026 年第 21 号 

12 商业特许经营典型案例 

26.08.12 公布 最高人民法院 

13 规范涉企行政执法为民办实事典型案例（第五批） 

26.08.17 公布 司法部 

14 十起“贯彻落实公平竞争审查制度纵深推进全国统一大市场建设”典型案例 

26.08.13 公布 国家市场监督管理总局 

15 海洋生态环境司法保护典型案例 

26.08.14 公布 最高人民法院 

16 推动生态环境损害赔偿制度改革进程的十大案例 

26.08.15 公布 生态环境部等 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 3 ロシア 

1 薬剤の流通に関するロシア連邦法律第 4 条及び第 43 条、並びに、薬剤の流通

に関するロシア連邦法律並びに薬剤の流通に関するロシア連邦法律及び薬剤

の流通に関するロシア連邦法律への変更の導入に関するロシア連邦法律第 1 条

及び第 4 条へ変更を導入することに関するロシア連邦法律第 1 条及び第 4 条へ

の変更の導入に関する 2025 年 12 月 28 日付ロシア連邦法律 No.504-FZ 

公布の日から施行 

2 ロシア連邦における市民の健康保護の基礎に関するロシア連邦法律への変更

の導入に関する 2025 年 12 月 28 日付ロシア連邦法律 No.515-FZ 

2026 年 4 月 1 日から施行 

3 環境中たばこ煙の影響及びたばこの消費又はニコチン含有製品の消費の結果

からの市民の健康の保護に関するロシア連邦法律第 19 条への変更の導入に関

する 2025 年 12 月 29 日付ロシア連邦法律 No.551-FZ 

2026 年 9 月 1 日から施行 

4 ロシア連邦における市民の健康保護の基礎に関するロシア連邦法律第 14 条

及び第 42.1 条への変更の導入に関する 2025 年 12 月 29 日付ロシア連邦法律

No.550-FZ 

公布の日から 90 日経過後に施行 
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5 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 畜産法を合一する合一文書 

国会事務局の 2026 年 3 月 23 日付第 63/VBHN-VPQH 号合一文書 

2 原子力法を合一する合一文書 

国会事務局の 2026 年 3 月 23 日付第 64/VBHN-VPQH 号合一文書 

3 ベトナムにおける外国人の出入国、国境通過及び居住法を合一する合一文書 

国会事務局の 2026 年 3 月 23 日付第 62/VBHN-VPQH 号合一文書 

4 汚職防止・対策法を合一する合一文書 

国会事務局の 2026 年 3 月 23 日付第 65/VBHN-VPQH 号合一文書 

5 電気通信法を合一する合一文書 

国会事務局の 2026 年 3 月 23 日付第 66/VBHN-VPQH 号合一文書 

6 知的財産法を合一する合一文書 

国会事務局の 2026 年 3 月 23 日付第 67/VBHN-VPQH 号合一文書 

 

第 5 韓国 

1 国有財産法施行令一部改正令 

26.08.18 公布 大統領令第 36578 号／26.08.20 施行 

2 新エネルギー及び再生エネルギー開発・利用・普及促進法施行令一部改正令 

26.08.18 公布 大統領令第 36586 号／26.09.18 施行 

3 雇用保険法施行令一部改正令 

26.08.18 公布 大統領令第 36588 号／26.09.18 施行 

4 公認仲介士法施行令一部改正令 

26.08.18 公布 大統領令第 36590 号／26.08.28 施行 

5 特定金融取引情報の報告及び利用等に関する法律施行令一部改正令 

26.08.18 公布 大統領令第 36592 号／一部を除き、26.08.20 施行 

 

第 6 台湾 

1 修正民法條文 

26.08.17 公布 華總一義字第 11500076161 號令／27.02.17 施行 

2 增訂民法繼承編施行法條文 

26.08.17 公布 華總一義字第 11500076141 號令 

3 增訂並修正公路法條文 

26.08.17 公布 華總一義字第 11500076151 號令 

4 修正引水法條文 

26.08.17 公布 華總一義字第 11500076191 號令 

5 修正道路交通管理處罰條例條文 

26.08.17 公布 華總一義字第 11500076171 號令 

6 修正發展大眾運輸條例條文 
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26.08.17 公布 華總一義字第 11500076201 號令 

 

第 7 シンガポール 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 8 タイ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 9 インドネシア 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 10 フィリピン 

1 BUREAU OF INTERNAL REVENUE 

  REVENUE MEMORANDUM CIRCULAR NO. 095-2026 

  PROVIDING EXTENSION OF THE DEADLINES FOR THE FILING OF 

TAX RETURNS AND PAYMENT OF CORRESPONDING TAXES DUE 

THEREON, INCLUDING SUBMISSION OF REQUIRED DOCUMENTS 

FOR TAXPAYERS DUE TO UNAVAILABILITY OF eBIRForms OFFLINE 

PACKAGE 

26.08.14 付 

 

第 11 インド 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

1 2020 年から 2030 年までのカザフスタン共和国の対外政策コンセプトに関す

る 2020 年 3 月 6 日付カザフスタン共和国大統領令 No.280 への変更の導入に

関するカザフスタン共和国大統領令 

2026 年 8 月 14 日付 No.1399／署名の日から施行 
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第 14 ウズベキスタン 

1 ウズベキスタン共和国のいくつかの法令への事業活動の自由の確保の強化及

び事業主体の支援メカニズムの改善に向けられた追加及び変更の導入に関す

るウズベキスタン共和国法律 

2026 年 8 月 17 日付 No.ZRU-1168／同年 11 月 18 日から施行 

2 調停による国際的な和解合意に関する国連条約（2018 年 12 月 20 日・ニュー

ヨーク）へのウズベキスタン共和国の加入に関するウズベキスタン共和国法律 

2026 年 8 月 14 日付 No.ZRU-1167／同日施行 

3 いくつかのウズベキスタン共和国法令への変更及び追加の導入に関するウズ

ベキスタン共和国法律 

2026 年 8 月 13 日付 No.ZRU-1164／同月 14 日施行 

4 ウズベキスタン共和国大統領府に関するウズベキスタン共和国憲法的法律 

2026 年 8 月 14 日付 No.ZRU-1166／同日施行 

 

第 15 トルコ 

1 児童保護法及び特定の法律における変更の実施に関する法律 

2026 年 8 月 8 日付 No.7593 同月 18 日官報 No.33344／一部を除き、公布

の日から施行 

2 特定の法律における変更の実施に関する法律 

2026 年 8 月 9 日付 No.7594 同月 18 日官報 No.33344／一部を除き、公布

の日から施行 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 添付法令資料 

   1 韓国軍需品管理法（目次） 

   2 中国矿产资源法实施条例（目次） 

   3 ヌサンタラ首都庁における物品／サービスの調達に係る国産品の使用促進

に関する 2026 年 5月 18日付ヌサンタラ首都庁長官規則 No. 8（目次） 

   4 ベトナム人工知能法（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 
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宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

高梨 未央  弁護士：インド法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

實延 俊宏  弁護士：シンガポール法令担当 

萩原 亮太  弁護士：越南法令担当 

河上 凌雅  弁護士：日本法令担当 

菰原 奏二朗 弁護士：日本・インドネシア法令担当 

宋 恩知   弁護士：日本・インドネシア法令担当 

丹波 岳   弁護士：日本法令担当 

原 茉莉菜  弁護士：日本・インドネシア法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法事務弁護士（ロシア連邦弁護士） 
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：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法事務弁護士（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

新山 祐美  パラリーガル：インドネシア法令担当 

松本 園美  パラリーガル：韓国法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


